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利益相反審査・管理委員会規程 
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所 内 規 程 第 5 4 号 

 

第一章 総則 

（目的） 

第１条 本規程は、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所（以下「当

研究所」という。）の職員が調査研究を行う上での、利益相反を適正に審査及び管理す

るために必要な事項を定めることにより、当研究所の調査研究の適正化を図ることを

目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「職員」とは、当研究所の職員をいう。 

２ この規程において「利益相反に関する審査及び管理」とは、当研究所の職員が調査

研究を行う上で、その活動の成果に基づき得ることのできる個人的利益が、職員とし

ての責務又は公共の利益を損なわないように適正に審査及び管理することをいう。 

 

(職員の責務) 

第 3 条 職員は、当研究所が行う利益相反管理に誠実に協力しなければならない。 

 

（利益相反に関する審査及び管理の対象） 

第４条 利益相反に関する審査及び管理は、職員が、企業又は団体（以下「企業等」と

いう。）から一定額以上の金銭若しくは便宜の供与又は株式等の経済的利益を得る場合

であって、かつ、次に掲げる行為を行う場合を対象として審査及び管理を行う。 

一 企業等と共同研究を行い、又は企業等から受託研究を受ける場合。 

二 その他調査研究を行う場合。 

 

第二章 利益相反審査・管理委員会 

 

（利益相反審査・管理委員会の設置） 

第５条 当研究所において職員に係る利益相反を適正に審査及び管理するため、利益相

反審査・管理委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（組織） 

第 6条 委員会は、当研究所のセンター長又は部長を含む職員若干名からなる委員及び

外部の委員をもって組織する。 

２ 委員は、所長が指名又は委嘱する。 

３ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 



４ 委員会には、委員長を置く。 

５ 委員長は委員の互選により選出する。 

６ 委員長及び委員は、再任されることができる。 

 

（職務） 

第７条 委員会の所掌事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 委員会に係る要綱、内規等の制定及び改廃の審議に関すること。 

二 利益相反による弊害を抑えるための施策の策定に関すること。 

三 利益相反に関する相談及び指導に関すること。 

四 利益相反に係る審査及び回避要請等の管理に関すること。 

五 利益相反審査及び管理のための調査に関すること。 

六 外部からの利益相反の指摘に係る対応に関すること。 

七 利益相反の管理措置について所長への意見提出に関すること。 

八 委員会活動について所長への報告に関すること。 

九 その他研究所の利益相反に係る重要事項の審査又は審議に関すること。 

 

（開催及び議事） 

第８条 委員会は、委員長が召集する。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 

３ 委員会の議事は、原則として非公開とする。 

４ 委員長及び委員は、自己の申請に係る審査には関与することができない。 

５ 委員会は、審査にあたって、必要があると認めたときは、申請者の出席を求め、申

請内容等の説明及び関係書類の提出を求めることができる。また必要な場合には、参

考人の出席を求め、意見を聴取することができる。 

 

（申請） 

第 9条 審査を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、申請書（様式第 1

号）に必要事項を記入して、これを所長に提出しなければならない。 

２ 所長は、申請書の提出があったときには、速やかに委員会に諮問するものとする。 

３ 申請者は、委員会から申請内容について、資料提出又は説明の要求があった場合に

は、これに応じなければならない。 

 

（審査） 

第 10 条 第９条第２項の諮問を受け、委員会が審査必要と判断したときは、利益相反

に関する審査を行うものとする。 

 

（判定） 

第 11 条 審査の判定は出席委員の合意を原則とする。 

２ 判定は次の各号に掲げる表示による。 

 一 承認 



 二 条件付承認 

 三 差戻し 

 四 不承認 

 五 非該当 

３ 前項に掲げる各号の判断基準は次のとおりとする。 

一 利益相反がないため調査研究の実施を認める。 

二 調査研究の運用によっては、利益相反の可能性が生じるため、委員会の付した条

件に基づき調査研究を実施する場合に限り、調査研究の実施を認める。 

三 現在の調査研究方法では利益相反があるため、調査研究方法を見直した上、再度

判定のために申請書の再提出を求める。 

四 調査研究自体に利益相反があるため、調査研究の実施を認めない。 

五 調査研究と利益相反とは関係がない。 

 

（判定結果の所長への報告と申請者への通知） 

第 12 条 委員長は、委員会の判定結果を速やかに所長に文書で報告（様式第 2号）す

る。 

２ 所長は前項の報告を踏まえ、申請者に通知（様式第 3 号）しなければならない。 

３ 判定結果の通知に当たっては、判定が第 11 条第２項第１号以外の場合には、その

理由を具体的に記載しなければならない。 

 

（判定の不服申立て） 

第 13 条 申請者は、判定を不服とする場合には、第 12 条第１項の通知を受理した日か

ら３月以内に文書（様式第 4号）により不服の理由を記載の上、所長に不服申立てを

行うことができる。 

 

（秘密の保持） 

第 14 条 委員長及び委員は、職務上知り得た情報を漏らしてはならない。また、その

職を退いた後も同様とする。 

 

（細則） 

第 15 条 この規程に定めるもののほか、利益相反に関する管理等、規程の施行に当た

っての必要な事項は別に細則で定める。 

 

（庶務） 

第 16 条 委員会の庶務は、委員長の指名する委員が行う。 

 

附則 

この規程は平成 21 年 4 月 1日より施行する。 

 

付則 



この規程は平成 27 年 4 月 1日より施行する。 

 

附則 

この規程は平成 28 年 4 月 1日より施行する。 

 


